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までに GDP を ₅ 兆ドルに引き上げるという政権の掲げる目標は遠くなった。
　対外関係では JK 州のテロとパキスタンとの軍事衝突，さらには JK 州の特別
な自治権の剥奪でパキスタンとの関係が決定的に悪化した。中国，アメリカとは，
問題を抱えているものの比較的安定した関係を維持している。
国 内 政 治
第17次連邦下院選挙と第 2次モディ政権の成立
　第17回連邦下院選挙が ₄ 月11日から ₇ 回に分けて実施された。 ₅ 月23日に開票



























政党 得票率（％） 獲得議席 得票率（％） 獲得議席 所属連合
インド人民党（BJP） 31.0 282 37.5 303 NDA
会議派 19.3 44 19.6 52 UPA
ドラヴィダ進歩連盟（DMK） 1.7 0 2.3 23 UPA
全インド草の根会議派 3.7 34 4.1 22 その他
青年・労働・農民会議派
（YSR 会議派） 2.6 9 2.5 22 その他
シヴ・セーナ （ーSHS） 1.8 18 2.1 18 NDA3）
ジャナター・ダル（統一派） 1.0 2 1.5 16 NDA
ビジュー・ジャナター・ダル
（BJD） 1.7 20 1.7 12 その他
大衆社会党 4.1 0 3.6 10 その他
テーランガーナー州評議会 1.2 11 1.3 9 その他
人民の力党 0.4 6 0.5 6 NDA
ナ シ ョ ナ リ ス ト 会 議 派 党
（NCP） 1.6 6 1.4 5 UPA
社会主義党 3.3 5 2.6 5 その他
インド共産党（マルクス主義） 3.3 9 1.8 3 その他
ジャンムー・カシミール民族協
議会 0.07 0 0.04 3 その他
テルグー・デーサム党（TDP） 2.5 16 2 3 その他
（注）　 1 ）2019年の選挙で ₃ 議席以上獲得した政党のみ。 ₂ ）タミル・ナードゥ州 Vellore 選挙区
の選挙は ₈ 月 ₅ 日に行われ DMK が勝利したが，この表の計算には入っていない。 ₃ ）SHS
は2019年11月に NDA から離脱。



















　 ₅ 月23日の開票で BJP は得票率，議席数とも伸ばし，連邦下院で安定過半数
を確保した。24日に旧連邦下院が解散されたあと，新しい連邦下院が発足し30日
に57人の大臣からなる第 ₂ 次モディNDA 政権が樹立された。内務大臣には強硬
なヒンドゥー民族主義者とみられるアミット・シャーが就任した。一方，ラー
フール・ガンディー会議派総裁は同月24日に大敗の責任をとって辞任の意向を明
らかにし， ₇ 月 ₃ 日に辞任した。代わりにソニア・ガンディー元総裁が ₈ 月10日
に会議派暫定総裁に就任した。
　モディ政権は ₆ 月 ₅ 日に雇用・技術形成委員会を， ₆ 月15日にロジスティクス，
マーケティング，生産の強化を含む農業での構造改革をめざすハイレベル特別対
策本部を設定するなど，高い失業率に対処すべく成長と雇用に積極的に取り組む
姿勢を改めて示した。また，第 ₂ 次モディ政権は選挙での大勝を背景に，第 1 次
政権ではできなかったヒンドゥー民族主義アジェンダの実現に進むことになる。
ジャンムー・カシミール州の特別な自治権の剥奪





条を無効化することで行われた。また同日，同州を JK とラダックの ₂ つの連邦
直轄領に分割する法案が連邦議会に提出され ₈ 月 ₉ 日に成立した。これらの措置
により JK 州は州独自の憲法を失い，他州と同様に連邦法が適用されることと
なった。





また2018年 ₄ 月に最高裁も JK 州制憲議会が解散した以上，第370条は改変でき
ないとの判断を示した。しかし，モディ政権は JK 州制憲議会を JK 州議会と読







に追加配備することを承認し， ₈ 月 ₂ 日にはテロの脅威を理由として観光客など


































でもモスク跡地2.77エーカーの所有権であった。2010年 ₉ 月に UP 州アラハバー
ド高裁はモスク跡地の ₃ 分の 1 がスンニー・ワクフ管理委員会（ムスリム寄進財
産の管理委員会）に， ₃ 分の 1 がラーマ神の御神体を代表するヒンドゥー大協会，
₃ 分の 1 がヒンドゥー教団体ニルモヒ・アカーラーに所属するという判決を出し
たが，前 ₂ 者が最高裁に控訴したため2011年 ₅ 月に最高裁は高裁判決を差し止め












































































　AP 州では2014年以来政権の座にあった TDP 州政権は，2019年 1 月から ₂ 月に
かけて年金支給額の増額，住宅建設への支援強化，零細農や小農に対する州独自











に旧 AP 州が AP 州とテーランガーナー州に分割されたときに AP 州に約束され
た特別カテゴリーの地位を改めて要求した。この地位変更によって州は中央政府
から有利な条件で財政移転を受け得るからである。 ₅ 月30日にジャーガンは州首
相に就任した。新政府は TDP 政権が行ったカプー・カーストへの ₅ ％の留保措












































れたシッキム革命戦線（SKM）が勝利した。SDF は NDA のメンバーであったが，















































が続いた。2019年 ₅ 月の連邦下院選挙で同州では BJP 候補が大勝したことも，
州与党議員が BJP に鞍替えするのではないかと人々の間で憶測を強めた。






　 ₇ 月に入ると連立政権議員から離反者が現れ，連立政権は崩壊した。 1 日には
会議派議員 ₂ 人が辞職した。 1 人は上述の民間採鉱会社へ政府所有地を売却する
決定などを不満として，もう 1 人は2018年12月に州内閣から外されたことを理由

















　24日の開票結果では BJP は第 1 党の地位を維持した（表 ₃ ）。一方，会議派は，
インド国民大衆党が分裂したため多くの農民票が会議派にシフトしたことにより，
復調が顕著であった。BJP は JJP と連立することで政権を樹立した。27日に BJP
のカッタルを州首相，JJP の D・チョウタラを副首相とする連立政権が発足した。
　マハーラーシュトラ州の州議会選挙では与党 BJP とシヴ・セーナ （ーSHS）連合





やナショナリスト会議派党（NCP）から BJP に鞍替えする議員も ₇ 月以降目立っ
た。会議派と NCP は ₉ 月16日に，BJP と SHS 連合は ₉ 月30日に選挙協力を発表
した。
　10月24日に行われた開票では予測とは異なり，与党連合の後退という結果と
なった。BJP，SHS は2014年選挙から議席をそれぞれ17および ₇ 減らし，会議派，
NCP は前回から ₂ および13議席増加させた（前回はこれら主要 ₄ 政党の間で選挙
協力はなかった）。しかし BJP と SHS は両党で161議席と過半数を占め政権樹立
は容易と思われた。ところが両党の間で大臣職の配分，州首相の人選をめぐり妥





























































































































（出所）　消費者物価指数（CPI）は Ministry of Statistics and Programme Implementation，卸売物価指
























2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019





























































































































































































ビス（IL ＆ FC）の2018年 ₉ 月の債務不履行より，信用クランチに直面しているノ
ンバンクの問題も重要な比重を占めるに至っている。ノンバンクは 1 万4000社以
上あり，住宅，自動車などのローンで大きなシェアを持っていた。貸出金額は住




















を背景として，国内航空第 ₂ 位の Jet Airways が破綻するなど，会社法審判所の
処理能力の強化が議論されている。
改革機運の後退，RCEP離脱，失業率












経済政策が議論された。 ₇ 月に，第 ₂ 次モディ政権成立後初めて発表された予算
の規模はおよそ27兆9000億ルピーで，前年度13.4％増，とくに農業関連で75％増
の約 1 兆5000億ルピーが振り分けられたほか，防衛費が ₃ 兆ルピーを超えた。保
険仲介業で外資100％を認め，シングル・ブランド小売業で国内調達義務の緩和
などを盛り込んだ。











































と会談を行い，また，11月30日から12月 1 日にはデリーで ₂ ＋ ₂ 対話が行われ相
互理解をさらに深めた。ロシアとの関係も良好に推移し， ₈ 月 ₅ 日の JK 州の地
位変更に際してもロシアはインドを支持した。
パキスタン：カシミールをめぐって関係が悪化












化を懸念し， ₂ 月20日の声明で自爆テロ攻撃を行った JeM を名指しで非難した。













空軍パイロットを解放すると発表し， ₃ 月 1 日にパイロットは解放されインドに
帰還した。また， ₅ 日にはパキスタン政府は JeM の主要メンバーを予防拘留し，
ほかのテロ関連団体も禁止団体としたと発表した。もっとも，これに対してイン




ン内のシク教寺院（グルドワラ）を参拝するため，ビザを2200件発給すると ₄ 月 ₉
日に発表した。₄ 月16日にはカシミールで両国間の LoC 越えの貿易が再開された。

































して指定することを拒否してきたが， ₅ 月 1 日は拒否せず，指定が認められた。




　 ₈ 月の JK 州の特別な自治権の剥奪に際して，パキスタンは中国に対してイン
ド非難に同調するよう要請したものの，中国の批判は主にラダックを連邦直轄に
したことに向けられ，カシミール問題については印パ二国間での解決を要請する
にとどまった。 ₈ 月12日に北京を訪問した外務大臣 S・ジャイシャンカルは







キスタンの ₃ 国間の連帯強化の重要性を強調した。また11月 ₄ 日のバンコクでの






















で開かれた G20サミットで ₆ 月28日に行われたトランプ大統領とモディ首相との
会談でも対立は解消しなかった。ちなみに G20ではトランプ大統領，安倍首相を
交えた ₃ 者会談も行われ， ₃ 国の関係強化，自由で開かれたインド・太平洋構想
などについて意見交換が行われた。




密接な関係が維持されている。 ₅ 月 ₃ 日から ₉ 日にはインド海軍は南シナ海で日



























































き下げることなどを決定。 ₄ 月 1 日施行。



















認定を強化した RBI の2018年 ₂ 月12日の稟
議書を無効に。
4 日 ▼ RBI はレポ・レートを6.25％から
6.0％へ引き下げ。






















27日 ▼ シッキム革命戦線の P・S・タマン，
シッキム州首相に就任。
29日 ▼ BJD のナヴィーン・パトナイク，
オディシャ州首相に就任。
▼ BJP のペマ・カンドゥ，ArP 州首相に就
任。
30日 ▼モディ政権発足。大臣57人就任。
▼ YSR 会議派の Y・S・ジャーガン・モー
ハン・レッディー，AP 州首相に就任。
31日 ▼ 保 留 し て い た 労 働 力 サ ー ベ イ
（PLFS）を政府は変更を加えずそのまま公表。
2017/18年度の失業率は6.1％。
6 月 1 日 ▼アメリカ，インドに対する一般特
恵関税制度の適用を ₆ 月 ₅ 日に終了すること
を決定。自動車部品，化学薬品，食器などに
最大 ₇ ％の関税。
3 日 ▼ タミル・ナードゥ（TN）州，連邦政
府の国家教育政策草案でヒンディー語の義務
化に反対。ほかの非ヒンディー語州も反発。
6 日 ▼ RBI， レ ポ・ レ ー ト を6.0 ％ か ら
5.75％へ引き下げ，金融政策のスタンスを
「中立」から「緩和」へ変更。










28日 ▼ JK 州の大統領統治， ₆ カ月延長。



























8 月 1日 ▼ ムスリム女性（結婚における権利
の保護）法成立。2018年 ₉ 月19日に遡って有効。
2 日 ▼ 政府，JK 州でテロリストの脅威を
理由として観光客およびアマルナート巡礼者








JK 州を JK とラダックの ₂ つの連邦直轄領に
分割する JK 州再編成法案を提出。同法案は





7 日 ▼ RBI はレポ・レートを5.75％から
5.40％へ引き下げ。











22日 ▼ G ₇ 首脳会議に関連してフランス訪
問中のモディ首相，マクロン大統領と会談。












9 月 4 日 ▼ RBI，10月 1 日から銀行のローン
の利子率と政策金利のリンクを義務付けるこ
とを決定。










































31日 ▼ JK 州が JK とラダックに正式に分
割されおのおの連邦直轄領に。





6 日 ▼ SENSEX， 再 び 最 高 値 を 更 新。
40468.78。














28日 ▼ マハーラーシュトラ州で NCP と会
議派の支持を受けてシヴ・セーナー総裁ウッ
ダヴ・ターカレーが新州首相に就任。




























不良債権率は2019年 ₉ 月に9.3％，2020年 ₉
月には9.9％と予測。また銀行の信用の伸び
は2019年 ₉ 月には8.7％で， ₃ 月の13.2％から
後退。





































































大統領 Ram Nath Kovind
副大統領 Venkaiah Naidu





最高裁長官 Sharad Arvind Bobde
国軍
陸軍参謀長 Manoj Mukund Naravane
海軍参謀長 Karambir Singh
空軍参謀長 Rakesh Kumar Singh Bhadauria
国防長官（2020年 1 月 1 日設立） Bipin Rawat
その他主要政府機関






 Syed Ghayorul Hasan Rizvi
国家指定カースト委員会委員長
 Ram Shankar Katheria
国家指定部族委員会委員長 Nand Kumar Sai
国家後進階級委員会委員長
 Bhagwan Lal Sahni
国家女性委員会委員長 Rekha Sharma
国家人権委員会委員長 H. L. Dattu
主席科学顧問官 Krishnasamy Vijay Raghavan
政策委員会委員長 Narendra Modi（首相）
通信規制委員会委員長 R. S. Sharma














国防 Raj Nath Singh（BJP）
内務 Amit Shah（BJP）
陸上運輸・幹線道路，零細・中小企業
 Nitin Jairam Gadkari（BJP）





制度 Narendra Singh Tomar（BJP）
司法・公正，通信，エレクトロニクス・情報
技術 Ravi Shankar Prasad（BJP）
食品加工業 Harsimrat Kaur Badal（SAD）
社会正義・エンパワーメント
 Thaawar Chand Gehlot（BJP）
外務 Dr. Subrahmanyam Jaishankar（BJP）
人的資源開発 Ramesh Pokhriyal 'Nishank'（BJP）
部族問題 Arjun Munda








 Danve Raosaheb Dadarao（BJP）
内務 G. Kishan Reddy（BJP）
農業・農民福祉 Parshottam Rupala（BJP）
社会正義・エンパワーメント
 Ramdas Athawale（RPI ［A］）
農村開発 Sadhvi Niranjan Jyoti（BJP）
環境・森林・気候変動 Babul Supriyo（BJP）
畜産・酪農・漁業
 Sanjeev Kumar Balyan（BJP）
人的資源開発，通信，エレクトロニクス・情
報技術 Dhotre Sanjay Shamrao（BJP）
財務，企業問題 Anurag Singh Thakur（BJP）
鉄道 Angadi Suresh Channabasappa（BJP）
内務 Nityanand Rai（BJP）
水力，社会正義・エンパワーメント
 Rattan Lal Kataria（BJP）
外務，議会問題 V. Muraleedharan（BJP）




 Pratap Chandra Sarangi（BJP）
農業・農民福祉 Kailash Choudhary（BJP）
女性・児童開発















少数派問題 Mukhtar Abbas Naqvi（BJP）
議会問題，石炭，鉱業 Pralhad Joshi（BJP）
技能開発・企業家 Mahendra Nath Pandey（BJP）
畜産・酪農・漁業 Giriraj Singh（BJP）
水力 Gajendra Singh Shekhawat（BJP）
国務大臣（単独で主管）
労働・雇用 Santosh Kumar Gangwar（BJP）
統計・事業実施，計画 Rao Inderjit Singh（BJP）
アーユルベーダ・ヨガおよび伝統療法
 Shripad Yesso Naik（BJP）
北東地域開発 Dr. Jitendra Singh（BJP）
青年問題・スポーツ Kiren Rijiju（BJP）
文化，観光 Prahalad Singh Patel（BJP）
電力，新エネルギー・再生エネルギー
 Raj Kumar Singh（BJP）
住宅・都市問題，民間航空
 Hardeep Singh Puri（BJP）
船舶 Mansukh L. Mandaviya（BJP）
国務大臣




技能開発・企業家 Raj Kumar Singh（BJP）
商工業 Hardeep Singh Puri（BJP）
化学・肥料 Mansukh L. Mandaviya（BJP）
鉄鋼 Faggansingh Kulaste（BJP）




2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20
人 口（年度央値，100万人） 1,267 1,283 1,299 1,314 1,327 1,341
出 生 率（1000人当たり）1） 21.0 20.8 20.4 20.2 - -
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 252.0 251.5 275.1 285.0 285.2 292.03）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 5.9 4.9 4.5 3.6 3.4 4.14）
為 替 レ ー ト（ 1 ド ル = ル ピ ー）2） 61.15 65.46 67.09 64.45 69.68 70.38
（注）　 1 ）暦年。 ₂ ）年度平均値。2019/20は ₄ ～12月の平均値。 ₃ ）₂ 次予測値。 ₄ ）₄ ～12月の平均に
対する値。なお12月は暫定値。
（出所）　人口は Ministry of Statistics and Programme Implementation（MOSPI）, National Accounts Statistics 
2019，および Press Note on Second Advance Estimates of National Income 2019-20，出生率は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2016-17, 2017-18, 2019-20，食糧穀物生産は Ministry of Agriculture and Farmers 
Welfare, Second Advance Estimate of Production of Foodgrain for 2018-19，消費者物価上昇率は Ministry 
of Finance, Economic Survey 2019-20，為替は RBI のウェブサイト・データより作成。
　 2　生産・物価指数
2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20
鉱 工 業 生 産 指 数（2011/12=100） 111.0 114.7 120.0 125.3 130.1 128.53）
農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 124.0 120.8 132.8 139.4 136.54） -
卸 売 物 価 指 数（2011/12=100） 113.9 109.7 111.6 114.9 119.8 121.75）
消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 250.8 265.0 275.9 284.4 299.9 319.56）
消 費 者 物 価 指 数（2012=100）2） 118.9 124.7 130.3 135.0 139.6 145.37）
（注）　 1 ）産業労働者についての総合指数。 ₂ ）都市部と農村部の統合指数。 ₃ ）₄ ～11月。11月は暫定
値。 ₄ ）暫定値。 ₅ ）₄ ～12月。11，12月は暫定値。 ₆ ）₄ ～11月。 ₇ ）₄ ～12月。12月は暫定値。
（出所）　鉱工業生産指数は Ministry of Finance, Economic Survey 2019-20 および MOSPI, Press Note on 
Quick Estimates of Index of Industrial Production and Usebased Index for the Month of November, 2019，農
業生産指数，卸売物価指数，消費者物価指数（産業労働者），消費者物価指数（総合指数）は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2019-20 より作成。
　 3　支出別国民総所得（名目価格） （単位：1,000万ルピー）
2014/15 2015/16 2016/171） 2017/182） 2018/193） 2019/204）
民 間 最 終 消 費 支 出 7,247,340 8,126,408 9,126,533 10,090,759 11,254,014 12,279,252
政 府 最 終 消 費 支 出 1,301,762 1,436,171 1,586,658 1,838,117 2,104,235 2,398,843
総 資 本 形 成 4,179,779 4,422,659 4,918,077 5,849,224 6,108,582 -
総 固 定 資 本 形 成 3,750,392 3,957,092 4,338,671 4,799,139 5,493,320 5,595,778
在 庫 変 動 312,698 262,477 138,083 251,062 320,076 339,252
貴 重 品 209,407 203,506 167,326 219,322 200,184 224,006
財貨・サービス輸出 2,863,636 2,728,647 2,948,772 3,211,521 3,766,294 3,804,197
財貨・サービス輸入 3,235,962 3,044,923 3,220,591 3,751,389 4,468,166 4,353,485
国 内 総 生 産（GDP） 12,467,959 13,771,874 15,391,669 17,098,304 18,971,237 20,384,759
海外からの純受取所得 -147,430 -159,779 -176,400 -184,813 -202,324 -
国 民 総 所 得（GNI） 12,320,529 13,612,095 15,215,269 16,913,491 18,768,912 20,163,263
（注）　 1 ）₃ 次改定値。 ₂ ）₂ 次改定値。 ₃ ）1 次改定値。 ₄ ）₂ 次予測値。
（出所）　MOSPI, National Accounts Statistics 2019, Press Note on First Revised Estimates of National Income, 
Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation for 2018-19，および Press Note on Second Advance 
Estimates of National Income 2019-20 より作成。
　 4 　産業別国内総生産（実質：2011/12年度価格）5） （単位：1,000万ルピー）
2014/15 2015/16 2016/171） 2017/182） 2018/193） 2019/204）
農 林 水 産 業 1,605,715 1,616,146 1,726,004 1,828,329 1,872,339 1,940,811
鉱 業 288,685 317,974 349,248 366,496 345,069 354,748
製 造 業 1,683,938 1,903,850 2,054,764 2,190,791 2,316,643 2,336,365
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 な ど 214,047 224,158 246,496 274,104 296,560 310,275
建 設 業 835,229 865,335 916,445 962,009 1,020,314 1,050,533
卸売・小売業，宿泊・飲食サービス業 1,135,841 1,261,426 1,389,322 1,527,818 1,657,344 2,627,439運 輸 ・ 倉 庫 業 ， 通 信 業 671,848 731,399 757,056 782,042 830,705
金 融 ・ 保 険 業 627,255 672,788 695,983 729,265 763,576 2,989,960不 動 産 ， 専 門 サ ー ビ ス 業 1,446,460 1,621,999 1,796,983 1,879,751 2,023,280
公 務 ・ 国 防 543,853 565,106 614,238 675,821 737,893 1,824,473そ の 他 の サ ー ビ ス 659,262 711,691 781,744 857,988 939,405
国 内 総 生 産（GDP） 10,527,674 11,369,493 12,308,193 13,175,160 13,981,426 14,683,835
G D P 成 長 率 7.4 8.0 8.3 7.0 6.1 5.0
（注）　 1 ）₃ 次改定値。 ₂ ）₂ 次改定値。 ₃ ）1 次改定値。 ₄ ）₂ 次予測値。 ₅ ）基本価格表示の粗付加価
値（GVA）。
（出所）　MOSPI, National Accounts Statistics 2019, Press Note on First Revised Estimates of National 
Income,Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation for 2018-19，および Press Note on Second 




2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/191） 2019/202）
経 常 収 支 -26,859 -22,151 -14,417 -48,717 -57,256 -20,481
貿 易 収 支 -144,940 -130,079 -112,442 -160,036 -180,283 -84,294
サ ー ビ ス 収 支 76,529 69,676 68,345 77,562 81,941 40,474
所 得 収 支 -24,140 -24,375 -26,302 -28,681 -28,861 -14,721
移 転 収 支 65,692 62,627 55,983 62,438 69,946 37,938
資 本 移 転 等 ・ 金 融 収 支 89,286 41,128 36,447 91,390 54,403 39,930
直 接 投 資 31,251 36,021 35,612 30,286 30,712 21,248
証 券 投 資 42,205 -4,130 7,612 22,115 -618 7,319
そ の 他 投 資 15,830 9,237 -6,777 38,989 24,309 11,363
誤 差 脱 漏 -1,021 -1,073 -480 902 -486 -211
総 合 収 支 61,406 17,905 21,550 43,574 -3,339 19,102
外 貨 準 備 資 産 増 減（ 増 －， 減 ＋ ） -61,406 -17,905 -21,550 -43,574 3,339 -19,102
（注）　 1 ）暫定値。 ₂ ）₄ ～ ₉ 月の予測値。
（出所）　RBI, Handbook of Statistics on Indian Economy 2018-19，および RBI, Press Release（Development of 
India's Balance of Payments during the Second Quarter of 2019-20, 31/Dec/2019）より作成。
　 6　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2017/18 2018/19 2019/20（4～12月）3）
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 60,262 69,898 64,344 79,350 45,980 54,359
E U 53,598 47,873 57,172 58,425 40,725 38,282
欧 州 自 由 貿 易 連 合 加 盟 国1） 1,453 19,774 1,534 18,466 1,263 14,401
そ の 他 5,212 2,251 5,637 2,459 3,992 1,676
C I S 諸 国 3,007 12,876 3,467 9,443 3,095 8,446
ア ジ ア ・ A S E A N 149,630 279,667 161,209 318,755 112,383 223,556
A S E A N 34,204 47,134 37,474 59,321 24,312 42,408
北 東 ア ジ ア 39,468 118,353 41,979 122,426 30,121 89,748
中 国 13,334 76,381 16,752 70,320 13,057 51,912
日 本 4,734 10,973 4,862 12,773 3,501 9,603
南 ア ジ ア 23,101 3,203 25,349 4,363 16,492 2,759
そ の 他 52,858 110,977 56,407 132,645 41,457 88,641
ア フ リ カ 24,904 37,789 28,541 41,115 21,993 28,966
ア メ リ カ 62,779 55,993 68,840 65,189 52,822 46,369
北 米 54,167 35,270 59,099 44,642 45,286 34,033
ア メ リ カ 47,878 26,611 52,406 35,549 40,339 27,671
ラ テ ン ア メ リ カ 8,612 20,723 9,741 20,547 7,536 12,336
合 計2） 303,526 465,581 330,078 514,078 238,892 361,915
（注）　 1 ）アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテンシュタイン。 ₂ ）非特定地域（unspecified 
region）を含む。 ₃ ）暫定値。 
（出所）　Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・データより作成。
　 7　中央政府財政 （単位：1,000万ルピー）





歳入 （1）＝（2）＋（5） 1,975,194 2,141,975 2,315,113 2,786,349 2,698,552 3,042,230
経常歳入 （2）＝（3）＋（4） 1,374,203 1,435,233 1,552,916 1,962,761 1,850,101 2,020,926
税収 （3） 1,101,372 1,242,488 1,317,211 1,649,582 1,504,587 1,635,909
非税収 （4） 272,831 192,745 235,705 313,179 345,514 385,017
資本収入 （5）＝（6）+（7）＋（8） 600,991 706,742 762,197 823,588 848,451 1,021,304
貸付回収 （6） 17,630 15,633 18,052 14,828 16,605 14,967
その他収入 （7） 47,743 100,045 94,727 105,000 65,000 210,000
借入など （8） 535,618 591,064 649,418 703,760 766,846 796,337
歳出 （9）＝（10）＋（11） 1,975,194 2,141,975 2,315,113 2,786,349 2,698,552 3,042,230
経常支出 （10） 1,690,584 1,878,835 2,007,399 2,447,780 2,349,645 2,630,145
資本支出 （11） 284,610 263,140 307,714 338,569 348,907 412,085
財政収支 （12）＝（2）＋（6）＋（7）－（9） -535,618 -591,064 -649,418 -703,760 -766,846 -796,337
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2018-19, 2019-20，および 2020-21 より作成。
